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第１章 基本理念等 

 

１ 目的及び趣旨 

本計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合 

支援法」といいます。）及び児童福祉法に定めるサービス等の必要量を的確に見込むとともに、 

その提供体制の確保のための方策を定め、サービス提供体制の計画的な整備を図り、円滑な制度 

の実施を確保するものであり、障害者基本法に基づき障害者施策の基本方針として策定した「京 

都府障害者基本計画（平成 27年３月策定）」（以下「基本計画」といいます。）の実施計画として 

位置づけるものです。 

また、各市町村のサービス見込量や目標値及び各圏域からの課題を参考に策定している計画と 

なっていることから、各市町村においては、本計画を参考にした上で、実施されることを想定し 

ているものです。 

 

２ 基本理念 

基本計画と同様、「全ての府民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と 

個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」を基本理念とします。 

 

３ 計画策定の基本的な考え方 

国基本指針を踏まえ、各市町村が策定する市町村障害福祉計画に定める数値目標及びサービス 

等見込量を基に府障害福祉計画及び府障害児福祉計画を策定します。 

また、本府においては、障害者基本法に基づき、学識経験者や障害者団体及び各種障害のある 

当事者等から構成されている「京都府障害者施策推進協議会（障害者総合支援法に基づく「京都 

府障害者自立支援協議会」を兼ねる。）」を設置しており、本計画の策定に当たっては、この京都 

府障害者施策推進協議会の意見を聴くこととし、本計画に反映させています。 

なお、本計画は、障害のある府民の方へのアンケートやパブリックコメントを行った上で、い 

ただいた御意見を参考に策定しております。 

 

４ 区域の設定 

指定障害福祉サービス又は指定相談支援等の種類ごとの量の見込みを定める単位となる区域 

を設定します。 

区域の設定に当たっては、保健・医療施策及び高齢者施策との連携を図るため、基本計画と同 

様に障害保健福祉圏域（６圏域）を基本にサービス提供基盤の整備を図ります。 

 

<障害保健福祉圏域> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域名 市 町 村 名  

丹後 宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

中丹 福知山市、舞鶴市、綾部市 

南丹 亀岡市、南丹市、京丹波町 

京都 

乙訓 

京都市サブ圏域 京都市 

乙訓サブ圏域 向日市、長岡京市、大山崎町 

山城北 
宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、 

宇治田原町 

山城南 木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村 
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５ 計画期間 

平成30年度から平成32年度までの３年間とします。 

 

６ 根拠法令 

障害者総合支援法第 89条第１項 児童福祉法第 33条の22第１項 
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第２章 サービス見込量及び計画的な基盤整備  

 

 １ サービス見込量 

計画期間中（平成30年度から平成32年度）における各年度の障害福祉サービスの種類ごとに、 

必要なサービスの見込量を定めます。（※各年度のサービス見込量は１箇月分の数値） 

 

  (1) 障害福祉サービス等の体系 
 
   ① 障害者等を対象としたサービス（障害者総合支援法） 
 
    ○ 介 護 給 付              ①居宅介護（ホームヘルプ） 

                          ②重度訪問介護 ③同行援護 

                          ④行動援護   ⑤療養介護 

                          ⑥重度障害者等包括支援 

                          ⑦短期入所（ショートステイ） 

                          ⑧生活介護   ⑨施設入所支援 

 

    ○ 訓練等給付              ①自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

                          ②就労移行支援 ③就労継続支援(A･B型) 

                          ④就労定着支援 ⑤自立生活援助 

                          ⑥共同生活援助（グループホーム） 

    ○ 自立支援医療 

    ○ 補 装 具 
     
   ② 障害児を対象としたサービス（児童福祉法） 
 
    ○ 障害児通所支援             ①児童発達支援 ②医療型児童発達支援 

                          ③放課後等デイサービス 

                          ④保育所等訪問支援 

                          ⑤居宅訪問型児童発達支援 

    ○ 障害児入所支援             ①福祉型障害児入所施設 

                          ②医療型障害児入所施設 
 
   ③ 相談支援（障害者総合支援法、児童福祉法） 
 
    ○ 計画相談支援 

    ○ 障害児相談支援 

    ○ 地域相談支援              ①地域移行支援 ②地域定着支援 

    ○ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数 
 
   ④ 地域生活支援事業（障害者総合支援法） 
 
    ○ 市町村地域生活支援事業         相談支援、意思疎通支援、移動支援 等 

    ○ 都道府県地域生活支援事業        専門性の高い相談支援、意思疎通支援 等 

 

   ⑤ 地域生活支援促進事業（障害者総合支援法） 
 
    ○ 市町村地域生活支援促進事業   

    ○ 都道府県地域生活支援促進事業  



 

- 4 - 

 

(2) サービス見込量の合計  

 サービスの種類 

単位（人分） 

現状 

(平成28年度) 

サービス見込量 ㉘→㉜ 

増加量 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

障
害
者
等
を
対
象
と
し
た
サ
ー
ビ
ス 

訪問系サービスの計 6,744 7,373 7,699 8,032 1,288 

生活介護 6,228 6,478 6,604 6,733 505 

自立訓練(機能訓練) 82 87 88 89 7 

自立訓練(生活訓練) 397 450 478 509 112 

就労移行支援 581 708 771 829 248 

就労継続支援(Ａ型) 1,025 1,293 1,424 1,533 508 

就労継続支援(Ｂ型) 4,912 5,484 5,784 6,083 1,171 

療養介護 419 505 546 586 167 

短期入所 1,531 1,898 2,079 2,263 732 

就労定着支援 （新 30.４～） 279 329 371  

自立生活援助 （新 30.４～） 51.4 62.5 79.5  

共同生活援助 1,460 1,689 1,810 1,931 471 

施設入所支援 2,375 2,367 2,354 2,331 －44 

障
害
児
を
対
象
と
し
た
サ
ー
ビ
ス 

児童発達支援 3,036 3,454 3,612 3,773 737 

放課後等デイサービス 2,906 3,937 4,310 4,697 1,791 

保育所等訪問支援 30 72 87 100 70 

医療型児童発達支援 36 53 64 76 40 

居宅訪問型児童発達支援 （新 30.４～） 19 25 32  

障害児入所支援  116 116 116  

医療的ケア児に対する関連分野の支

援を調整するコーディネーター（人） 
（新 30.４～） 10 12 21  

相
談
支
援 

計画相談支援 2,864.4 4,658.7 5,020.0 5,382.3 2,517.9 

地域移行支援 10.8 38.8 41.8 44.8 34.0 

地域定着支援 44.7 92.4 104.5 116.5 71.8 

障害児相談支援 720.8 1,706 1,957.7 2,246.3 1,525.5 

   

子ども・子育て支援等の定量的な目標の設定 
利用ニーズを踏まえた必要

な見込み量（人） 

定量的な目標（見込み）（人） 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

保育所 2,780 2,737 2,766 － 

認定こども園 190 184 212 － 

放課後児童健全育成事業 1,293 1,245 1,284 － 

地域型保育事業 37 35 37 － 

※子ども・子育て支援と連携した支援方法については「２ サービス基盤に向けた基本計画における施策の方向性」の箇所で後述する。  
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  (3) 圏域ごとのサービス見込量 

 

   ① 訪問系サービス 

 

    ○ 居宅介護（ホームヘルプ） 

      入浴、排せつ又は食事の介護など、居宅での生活全般にわたる援助を行う。 

 

    ○ 重度訪問介護 

      重度の肢体不自由者その他の障害者であって、常時介護を要する者を対象とした、居宅 

での介護のほか、外出時における移動中の介護などを総合的に行う。 

 

    ○ 同行援護 

      視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者又は障害児を対象とした、外出時の 

移動に必要な情報提供や移動の支援を行う。 

 

    ○ 行動援護 

      知的障害又は精神障害により、行動上著しい困難を有する障害者又は障害児を対象とし 

た、行動の際に生じうる危険回避のための援護や外出時の移動の支援を行う。 

 

    ○ 重度障害者等包括支援 

      常時介護を要する重度の障害者又は障害児であって、その介護の必要な程度が著しく高 

い者を対象とした、居宅介護をはじめとする障害福祉サービスを包括的に行う。 

 

           <訪問系サービスの計> 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
4,815時間分 

(225人分) 

5,007時間分 

(234人分) 

5,172時間分 

(243人分) 

中丹 
6,506時間分 

(355人分) 

6,955時間分 

(374人分) 

7,481時間分 

(395人分) 

南丹 
6,852時間分 

(292人分) 

6,947時間分 

(298人分) 

7,042時間分 

(305人分) 

京都・乙訓 
233,505時間分 

(5,292人分) 

245,333時間分 

(5,525人分) 

257,239時間分 

(5,763人分) 

山城北 
22,239時間分 

(966人分) 

23,574時間分 

(1,018人分) 

24,984時間分 

(1,073人分) 

山城南 
5,309時間分 

(243人分) 

5,380時間分 

(250人分) 

5,436時間分 

(253人分) 

計 
279,226時間分 

(7,373人分) 

293,196時間分 

(7,699人分) 

307,354時間分 

(8,032人分) 
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   ② 日中活動系サービス 

    ○ 生活介護 

      常時介護を要する障害者を対象とした、主として日中に障害者支援施設などで行われる、 

入浴、排せつ、食事の介護や、創作的活動又は生産活動の機会の提供などを行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
8,338時間分 

(417人分) 

8,441時間分 

(424人分) 

8,544時間分 

(430人分) 

中丹 
12,895時間分 

(655人分) 

13,288時間分 

(676人分) 

13,633時間分 

(694人分) 

南丹 
8,052時間分 

(421人分) 

8,145時間分 

(423人分) 

8,264時間分 

(430人分) 

京都・乙訓 
64,203時間分 

(3,592人分) 

64,843時間分 

(3,635人分) 

65,524時間分 

(3,680人分) 

山城北 
19,676時間分 

(1,041人分) 

20,496時間分 

(1,084人分) 

21,309時間分 

(1,127人分) 

山城南 
6,615時間分 

(352人分) 

6,805時間分 

(362人分) 

7,004時間分 

(372人分) 

計 
119,779時間分 

(6,478人分) 

122,018時間分 

(6,604人分) 

124,278時間分 

(6,733人分) 

 

 

○ 自立訓練（機能訓練） 

       身体障害者に対し、地域生活を営むことができるよう、有期限の支援計画に基づき、身 

体的リハビリテーション、日常生活に係る訓練等の支援を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
33人日分 

(2人分) 

55人日分 

(3人分) 

55人日分 

(3人分) 

中丹 
92人日分 

(22人分) 

92人日分 

(22人分) 

92人日分 

(22人分) 

南丹 
44人日分 

(3人分) 

54人日分 

(3人分) 

64人日分 

(4人分) 

京都・乙訓 
444人日分 

(44人分) 

452人日分 

(44人分) 

460人日分 

(44人分) 

山城北 
103人日分 

(14人分) 

103人日分 

(14人分) 

103人日分 

(14人分) 

山城南 
26人日分 

(2人分) 

26人日分 

(2人分) 

26人日分 

(2人分) 

計 
742人日分 

(87人分) 

782人日分 

(88人分) 

800人日分 

(89人分) 
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○ 自立訓練（生活訓練） 

       知的障害者又は精神障害者に対し、地域生活を営むことができるよう、有期限の支援計 

画に基づき、日常生活能力の向上のために必要な訓練等の支援を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
199人日分 

(11人分) 

199人日分 

(11人分) 

219人日分 

(12人分) 

中丹 
95人日分 

(5人分) 

121人日分 

(7人分) 

170人日分 

(10人分) 

南丹 
172人日分 

(11人分) 

184人日分 

(11人分) 

196人日分 

(12人分) 

京都・乙訓 
4,683人日分 

(319人分) 

5,044人日分 

(341人分) 

5,404人日分 

(364人分) 

山城北 
1,012人日分 

(84人分) 

1,056人日分 

(87人分) 

1,100人日分 

(90人分) 

山城南 
292人日分 

(20人分) 

305人日分 

(21人分) 

307人日分 

(21人分) 

計 
6,453人日分 

(450人分) 

6,909人日分 

(478人分) 

7,396人日分 

(509人分) 

 

 

○ 就労移行支援 

一般就労等を希望する障害者に対し、有期限の支援計画に基づき、就労に必要な知識・ 

能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労・定着を図る等の支援 

を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
305人日分 

(19人分) 

348人日分 

(21人分) 

371人日分 

(22人分) 

中丹 
595人日分 

(31人分) 

629人日分 

(33人分) 

663人日分 

(35人分) 

南丹 
629人日分 

(36人分) 

672人日分 

(38人分) 

732人日分 

(42人分) 

京都・乙訓 
7,685人日分 

(464人分) 

8,323人日分 

(504人分) 

8,979人日分 

(546人分) 

山城北 
2,335人日分 

(131人分) 

2,529人日分 

(142人分) 

2,645人日分 

(150人分) 

山城南 
431人日分 

(27人分) 

528人日分 

(33人分) 

547人日分 

(34人分) 

計 
11,980人日分 

(708人分) 

13,029人日分 

(771人分) 

13,937人日分 

(829人分) 
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○ 就労継続支援（Ａ型） 

  一般企業等での雇用が困難な者に対し、雇用契約に基づく就労の機会を提供するととも 

に、一般就労に必要な知識・能力の向上を図る等の支援を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
1,467人日分 

(70人分) 

1,529人日分 

(75人分) 

1,611人日分 

(82人分) 

中丹 
1,113人日分 

(66人分) 

1,735人日分 

(93人分) 

1,783人日分 

(97人分) 

南丹 
1,521人日分 

(85人分) 

1,604人日分 

(90人分) 

1,689人日分 

(96人分) 

京都・乙訓 
16,240人日分 

(764人分) 

17,865人日分 

(839人分) 

19,469人日分 

(913人分) 

山城北 
4,662人日分 

(239人分) 

4,900人日分 

(252人分) 

5,148人日分 

(264人分) 

山城南 
1,380人日分 

(69人分) 

1,495人日分 

(75人分) 

1,615人日分 

(81人分) 

計 
26,383人日分 

(1,293人分) 

29,128人日分 

(1,424人分) 

31,315人日分 

(1,533人分) 

 

 

○ 就労継続支援（Ｂ型） 

    一般企業等での雇用が困難な者、一定年齢に達している者等に対し、一定の賃金水準の 

もとで、就労や生産活動の機会を提供し、知識・能力の向上・維持を図る等の支援を行う。 

（雇用契約は結ばない） 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
6,690人日分 

(329人分) 

6,757人日分 

(331人分) 

6,824人日分 

(333人分) 

中丹 
9,366人日分 

(528人分) 

9,702人日分 

(547人分) 

9,986人日分 

(563人分) 

南丹 
5,640人日分 

(314人分) 

5,810人日分 

(322人分) 

5,944人日分 

(328人分) 

京都・乙訓 
62,525人日分 

(3,477人分) 

66,762人日分 

(3,709人分) 

71,000人日分 

(3,940人分) 

山城北 
12,915人日分 

(729人分) 

13,389人日分 

(765人分) 

13,844人日分 

(803人分) 

山城南 
1,638人日分 

(107人分) 

1,681人日分 

(110人分) 

1,766人日分 

(116人分) 

計 
98,774人日分 

(5,484人分) 

104,101人日分 

(5,784人分) 

109,364人日分 

(6,083人分) 
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○ 療養介護 

  主として日中に病院などの施設で行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理 

下での介護や日常生活上の援助を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 28人分 28人分 29人分 

中丹 44人分 45人分 46人分 

南丹 34人分 34人分 35人分 

京都・乙訓 319人分 358人分 396人分 

山城北 64人分 64人分 63人分 

山城南 16人分 17人分 17人分 

計 505人分 546人分 586人分 

 

 

○ 短期入所（ショートステイ） 

  居宅においてその介護者の病気の場合など、障害者支援施設などへの短期間の入所によ 

る入浴、排せつ、食事の介護などを行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
439人日分 

(59人分) 

509人日分 

(62人分) 

597人日分 

(67人分) 

中丹 
861人日分 

(124人分) 

912人日分 

(131人分) 

967人日分 

(139人分) 

南丹 
517人日分 

(79人分) 

537人日分 

(81人分) 

556人日分 

(83人分) 

京都・乙訓 
6,227人日分 

(1,135人分) 

7,036人日分 

(1,278人分) 

7,843人日分 

(1,423人分) 

山城北 
1,646人日分 

(397人分) 

1,587人日分 

(415人分) 

1,649人日分 

(436人分) 

山城南 
481人日分 

(104人分) 

514人日分 

(112人分) 

527人日分 

(115人分) 

計 
10,071人日分 

(1,898人分) 

11,095人日分 

(2,079人分) 

12,139人日分 

(2,263人分) 
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○ 就労定着支援 

  就労移行支援等を利用し、一般就労に移行した障害者に対して、就労に伴う生活面の課 

題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を一定の期間にわたり行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 6人分 8人分 9人分 

中丹 7人分 20人分 27人分 

南丹 14人分 15人分 16人分 

京都・乙訓 205人分 227人分 250人分 

山城北 38人分 48人分 58人分 

山城南 9人分 11人分 11人分 

計 279人分 329人分 371人分 
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③ 居住系サービス 

    ○ 自立生活援助 

      集団生活ではなく一人暮らしを希望する利用者に対して、定期的に利用者の居宅を訪問 

し、生活状況を確認し、必要な助言や医療機関等との連絡調整等を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 2人分 2人分 5人分 

中丹 9人分 13人分 20人分 

南丹 5人分 5人分 5人分 

京都・乙訓 17人分 20人分 22人分 

山城北 8人分 11人分 15人分 

山城南 10人分 12人分 13人分 

計 51人分 63人分 80人分 

 

    ○ 共同生活援助（グループホーム） 

      主として夜間において、共同生活を営むべき住居において相談、入浴、排せつ又は食事 

の介護その他の日常生活上の援助を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 155人分 164人分 168人分 

中丹 183人分 208人分 244人分 

南丹 160人分 170人分 175人分 

京都・乙訓 786人分 839人分 892人分 

山城北 337人分 355人分 377人分 

山城南 68人分 74人分 75人分 

計 1,689人分 1,810人分 1,931人分 
 
 

○ 施設入所支援 

  夜間において、介護が必要な者や通所が困難な自立訓練又は就労移行支援等の利用者に 

対し、居住の場を提供するとともに、安定した日常生活が営めるよう支援を行う。 
 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 177人分 175人分 172人分 

中丹 303人分 301人分 297人分 

南丹 161人分 160人分 158人分 

京都・乙訓 1,344人分 1,343人分 1,340人分 

山城北 317人分 310人分 301人分 

山城南 65人分 65人分 63人分 

計 2,367人分 2,354人分 2,331人分 
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④ 障害児支援 

    ○ 児童発達支援 

      障害児に対し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への 

適応訓練等を行う。 
 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
349人日分 

(115人分) 

372人日分 

(123人分) 

395人日分 

(131人分) 

中丹 
1,046人日分 

(246人分) 

1,136人日分 

(267人分) 

1,225人日分 

(288人分) 

南丹 
452人日分 

(146人分) 

488人日分 

(157人分) 

527人日分 

(170人分) 

京都・乙訓 
13,311人日分 

(2,300人分) 

13,834人日分 

(2,388人分) 

14,371人日分 

(2,481人分) 

山城北 
2,359人日分 

(531人分) 

2,438日分 

(556人分) 

2,485人日分 

(576人分) 

山城南 
568人日分 

(116人分) 

600人日分 

(121人分) 

632人日分 

(127人分) 

計 
18,085人日分 

(3,454人分) 

18,868人日分 

(3,612人分) 

19,635人日分 

(3,773人分) 

 

 

○ 放課後等デイサービス 

  就学している障害児に対し、授業の終了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要 

な訓練、社会との交流の促進等を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
711人日分 

(123人分) 

741人日分 

(130人分) 

759人日分 

(134人分) 

中丹 
1,927人日分 

(189人分) 

2,153人日分 

(211人分) 

2,371人日分 

(233人分) 

南丹 
2,692人日分 

(246人分) 

3,177人日分 

(289人分) 

3,753人日分 

(338人分) 

京都・乙訓 
24,023人日分 

(2,286人分) 

25,697人日分 

(2,444人分) 

27,389人日分 

(2,604人分) 

山城北 
7,530人日分 

(857人分) 

8,566人日分 

(991人分) 

9,591人日分 

(1,140人分) 

山城南 
2,674人日分 

(236人分) 

2,780人日分 

(245人分) 

2,802人日分 

(248人分) 

計 
39,557人日分 

(3,937人分) 

43,114人日分 

(4,310人分) 

46,665人日分 

(4,697人分) 
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○ 保育所等訪問支援 

  保育所等の児童が集団生活を営む施設等に通う障害児に対し、その施設における障害児 

以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援等を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
15人日分 

(12人分) 

19人日分 

(15人分) 

23人日分 

(18人分) 

中丹 
32人日分 

(22人分) 

34人日分 

(23人分) 

36人日分 

(24人分) 

南丹 
21人日分 

(9人分) 

30人日分 

(12人分) 

39人日分 

(15人分) 

京都・乙訓 
8人日分 

(4人分) 

8人日分 

(4人分) 

10人日分 

(5人分) 

山城北 
23人日分 

(19人分) 

30人日分 

(26人分) 

34人日分 

(30人分) 

山城南 
11人日分 

(6人分) 

12人日分 

(7人分) 

13人日分 

(8人分) 

計 
110人日分 

(72人分) 

133人日分 

(87人分) 

155人日分 

(100人分) 

 

 

○ 医療型児童発達支援 

  上肢、下肢又は体幹の機能の障害のある児童に対し、医療型児童発達支援センター等に 

通わせ、児童発達支援及び治療を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
3人日分 

(1人分) 

3人日分 

(1人分) 

3人日分 

(1人分) 

中丹 
2人日分 

(1人分) 

7人日分 

(2人分) 

11人日分 

(3人分) 

南丹 
10人日分 

(2人分) 

15人日分 

(3人分) 

20人日分 

(4人分) 

京都・乙訓 
42人日分 

(6人分) 

42人日分 

(6人分) 

42人日分 

(6人分) 

山城北 
238人日分 

(41人分) 

239人日分 

(49人分) 

244人日分 

(58人分) 

山城南 
16人日分 

(2人分) 

22人日分 

(3人分) 

28人日分 

(4人分) 

計 
311人日分 

(53人分) 

328人日分 

(64人分) 

348人日分 

(76人分) 
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○ 居宅訪問型児童発達支援 

  障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な、重度の障害のある児童 

に対し、居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導等といった発達支援を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 
5人日分 

(2人分) 

5人日分 

(2人分) 

8人日分 

(3人分) 

中丹 
2人日分 

(1人分) 

7人日分 

(2人分) 

11人日分 

(3人分) 

南丹 
15人日分 

(3人分) 

20人日分 

(4人分) 

25人日分 

(5人分) 

京都・乙訓 
10人日分 

(2人分) 

10人日分 

(2人分) 

10人日分 

(2人分) 

山城北 
39人日分 

(8人分) 

42人日分 

(9人分) 

52人日分 

(10人分) 

山城南 
17人日分 

(3人分) 

35人日分 

(6人分) 

53人日分 

(9人分) 

計 
88人日分 

(19人分) 

119人日分 

(25人分) 

159人日分 

(32人分) 

 

○ 障害児入所支援 

    児童入所施設に入所又は指定医療機関に入院する障害児に対し、保護、日常生活の指導、 

知識技能の付与を行う。また、そのうち知的障害のある児童、肢体不自由のある児童、重 

度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童に対し、治療を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

府域全体 116人分 116人分 116人分 

 

○ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

  医療的ケアが必要な障害のある児童が地域で安心して暮らすために、支援を適切に行い、 

総合調整するコーディネーターを養成する。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 0人分 0人分 2人分 

中丹 1人分 1人分 2人分 

南丹 3人分 4人分 5人分 

京都・乙訓 0人分 0人分 0人分 

山城北 4人分 4人分 7人分 

山城南 2人分 3人分 5人分 

計 10人分 12人分 21人分 
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⑤ 相談支援 
 

    ○ 計画相談支援 

      障害福祉サービス又は地域相談支援の支給決定に係るサービス等利用計画・障害児支援 

利用計画の作成、サービス事業者等との連絡調整等を行う。 
 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 294.0人分 300.0人分 311.0人分 

中丹 313.0人分 342.0人分 367.0人分 

南丹 604.0人分 622.0人分 644.0人分 

京都・乙訓 1,615.0人分 1,811.0人分 2,005.0人分 

山城北 1,701.7人分 1,806.0人分 1,910.3人分 

山城南 131.0人分 139.0人分 145.0人分 

計 4,658.7人分 5,020.0人分 5,382.3人分 

 

 

○ 地域移行支援 

  障害者支援施設に入所又は精神科病院に入院している障害者等に対し、地域生活移行の 

ための活動に対する相談、障害福祉サービス事業者等への同行支援等を行う。 
 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 1.0人分 3.0人分 3.0人分 

中丹 6.0人分 6.0人分 6.0人分 

南丹 3.0人分 3.0人分 3.0人分 

京都・乙訓 14.8人分 14.8人分 14.8人分 

山城北 10.0人分 10.0人分 13.0人分 

山城南 4.0人分 5.0人分 5.0人分 

計 38.8人分 41.8人分 44.8人分 
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○ 地域定着支援 

  居宅において単身で生活する障害者又は同居の家族による支援を受けられない障害者 

に対し、常時の連絡体制の確保、障害の特性に起因する緊急事態等の相談、緊急訪問等の 

支援を行う。 

 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 1.0人分 2.0人分 3.0人分 

中丹 6.0人分 6.0人分 6.0人分 

南丹 3.0人分 3.0人分 3.0人分 

京都・乙訓 16.4人分 18.5人分 20.5人分 

山城北 62.0人分 70.0人分 79.0人分 

山城南 4.0人分 5.0人分 5.0人分 

計 92.4人分 104.5人分 116.5人分 

 

 

○ 障害児相談支援 

  障害児通所支援の支給決定に係る障害児支援利用計画の作成、サービス事業者等との連 

絡調整等を行う。 
 

圏域 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

丹後 76.0人分 78.0人分 81.0人分 

中丹 67.0人分 77.0人分 87.0人分 

南丹 285.0人分 333.0人分 388.0人分 

京都・乙訓 215.0人分 254.0人分 296.0人分 

山城北 1,013.0人分 1,161.7人分 1,334.3人分 

山城南 50.0人分 54.0人分 60.0人分 

計 1,706.3人分 1,957.7人分 2,246.3人分 
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 ２ サービス基盤の整備に向けた基本計画における施策の方向性 

基本計画に掲げる以下の基本方向に基づき施策を引き続き推進します。 

 

(1) 共生社会の実現に向けた理解と交流の促進 

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生 

きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、本府において制定 

した「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」 

等の理念に基づき、京都式農福連携を推進するとともに、障害及び求められる配慮等に関する 

理解の促進や、障害のある人とない人の相互理解を深めるため、広報・啓発活動や、相互の交 

流を促進します。 

    また、条例及び障害者差別解消法等に基づき、障害のある人の活動を制限し、社会への参加 

を制約している社会的障壁を除去するための取組を進めるとともに、障害者虐待防止法に基づ 

く障害者虐待の防止等、障害のある人等の権利擁護のための取組を推進します。 

 

① 京都式農福連携の推進 

     京都府では共生社会実現に向けた施策の柱として、京都式農福連携を進めています。農福 

連携を通じて多種多世代の方々が地域で繋がり共に支え合う地域共生社会づくりを推進し 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 心のバリアフリーの推進 

     障害の有無に関わらず、誰もが暮らしやすい共生社会の実現に向け、地域のあらゆる住民 

が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがいをともに創り、 

高め合うことができる「地域共生社会」の実現に向けた取組を推進するとともに、府民誰 

もが、障害のある人や高齢者等の自立した日常生活や社会生活を確保することの重要性につ 

いて理解を深め、一人ひとりが互いを思いやり、支え合えるようにするため、幅広い府民へ 

の啓発活動の実施や、「心のバリアフリー」を推進します。 

 

(一) ヘルプマークの普及・啓発 

        外見から分からなくても援助や配慮を必要としている方々に対して、平成28年度か 

ら府内においてヘルプマークの配付を開始したところですが、未だこの取組について知 

らない方も多いことから、今後、多くの皆様に理解や協力を得られるよう、啓発活動等 

の取組を一層推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

京都式農福連携 

農福連携を軸に、障害者の就農促進や居場所を確保するとともに、地域の高齢者や若者など

多種多世代が寄り添う「地域共生」の二つの手法を組み合わせ、誰もが受け手や支え手になれ

る京都ならではの共生社会を構築することを指します。 

ヘルプマーク 

  義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、妊娠初期の方など 

援助や配慮を必要としていることが外見からは分からない方が、周囲の方に配 

慮を必要としていることを知らせることで援助を得やすくするマークです。 
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(二) コミュニケーションの支援の推進 

        聞こえに障害のある方をはじめ、様々な方々とコミュニケーションが円滑に行える

よう、理解の促進や啓発の取組を進めるとともに、障害の程度や状況に応じて、情報 

支援の選択ができるよう整備を進めます。 

 

③ 社会的障壁（バリア）を除去する取組の推進 

     条例や障害者差別解消法等に基づく、障害を理由とした不利益取扱いや合理的配慮につい 

て、広く府民、事業者等の関心と理解を深める啓発活動を行うとともに、身近な地域で相 

談に応じる相談体制、調整体制を整備し、バリアの解消を支援します。 

 

④ 権利擁護の推進 

障害者虐待防止法及び高齢者虐待防止法に基づき、市町村や専門職団体等と連携・協力し 

て、障害のある人や高齢者への虐待の未然防止、早期発見・早期対応、再発防止等の取組を 

進めるとともに、障害や高齢により判断能力が十分でなくなった方々の生活を守る成年後見 

制度等の利用促進を図り、障害のある人等の権利擁護を推進します。 

 

⑤ 交流及び共同学習の推進 

障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との交流及び共同学習など、障害のある人とな 

い人との交流を積極的に推進し、相互の理解促進を図ります。 

 

(2) 障害児への支援 

    保健、医療、保育、教育、就労支援等の関係機関とも連携を図った上で、障害児及びその家 

族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した支援を身近な地域で提供できる体制の構築を 

図ります。 

 

①  重層的な地域支援体制の構築 

障害児通所支援等について、障害児の障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な地

域で提供できるように、児童発達支援センターの設置を促進します。また、児童発達支援

センターを中心に、保育所等訪問支援を府内全域において利用できる体制の構築を目指し

ます。 

 

②  重症心身障害児・医療的ケア児等に対する支援体制の整備  

 

(一) 事業所における支援体制の充実 

        重症心身障害児・医療的ケア児が身近な地域で児童発達支援や放課後等デイサービ 

ス事業を受けられるよう、地域における課題の整理や地域資源の開発、人材育成等を 

行いながら、支援体制の充実を図ります。 

 

(二) 医療的ケア児に対する支援の円滑な実施 

        医療的ケア児の円滑な在宅への移行を進めるとともに、心身の状況に応じた保健、 

医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援が受けられるよう、関係者が連携 

を図る協議の場を設け、総合的な支援体制を構築します。 

 

(三) 地域でのレスパイト機能の確保 

        身近な地域で家族のレスパイト機能を確保できるよう、医療型短期入所の開設を促 

すとともに、受入体制の整備を図ります。 
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(四) 障害児相談支援の提供体制の確保 

        相談支援専門員など､医療的ケア児支援に係る関連分野を調整するコーディネータ 

ーを確保し、研修実施等により質の確保及びその向上を図りながら、相談支援提供体 

制の構築を図ります。 

 

③ 発達障害児に対する支援 

京都府が全国に先駆けて実施している年中児スクリーニング（５歳児健診）を引き続き市 

町村と連携しながら実施するとともに、府立の専門医療機関を中心に、発達障害児の初診待 

機期間が長期化している状況を踏まえ、医療提供体制の強化や支援の充実に取り組みます。 

 

④ 子ども・子育て支援新制度における障害児の利用について 

 

(一) 障害児の利用ニーズの目標設定 

保育所や認定こども園等、子ども・子育て支援新制度における障害児の利用ニーズ  

        について、障害の有無にかかわらず児童が共に成長できるよう、地域社会へのインク 

ルージョンを推進するため、「第２章１（2）サービス見込み量の合計」の末尾の表の 

とおり定量的な目標を定め、受入体制の整備を図ります。 

 

※ 子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援事業計画」の現在の計画の期間が平成27 

年４月から平成32年３月となっていることから、平成32年度の定量的な目標については、別途 

定めることとします。 

 

(二) 医療的ケア児に対する受入体制の整備 

医療的ケア児が子ども・子育て支援新制度を円滑に利用できるよう、看護師の配置 

や、たん吸引を行うことのできる保育士の養成など推進します。 

 

   ⑤ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

     障害児通所支援の体制整備にあたり、保育所や認定こども園等の子育て支援施策との連携 

を図ると共に、障害児の支援並びに健全な育成を進めるため、子育て支援や促進医療担当部 

署との連携体制を確保します。また、卒業時及び就業時において、支援の円滑な引継ぎのた 

め、支援ファイル・移行支援シート等を活用し、学校、障害福祉サービス事業所が連携を図 

るとともに、教育委員会等との連携体制を確保します。 

 

(3) 教育の推進 

「京都府教育振興プラン」に基づき、障害のある児童生徒一人ひとりの自立や社会参加を 

目指し、就学前から卒業後までの一貫した特別支援教育を推進します。 

 

   ① インクルーシブ教育システムの構築 

障害のある児童生徒が、住み慣れた地域の中で必要な支援のもと、障害による学習上又は 

生活上の困難を改善・克服し自立を図りながら、年齢や能力、障害の特性を踏まえた学習上 

の配慮を行い、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった多様な 

学びの場の整備を行うとともに、障害者理解教育と心のバリアフリーのための交流及び共同 

学習を推進します。 

 

(一) 通常の学級及び通級による指導における教育環境の整備 

通常の学級においても、障害のある子どもが在籍している可能性があることを前提 
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に、学びの過程において考えられる困難さに対応した指導の工夫や合理的配慮などの 

教育環境の整備を図ります。 

 

(二) 特別支援学級における教育環境の整備 

在籍する児童生徒の障害の状態等に応じた特別の教育課程の編制など、小中学校の 

通常の学級と特別支援学校小中学部の教育課程との連続性を確保した専門性の高い教 

育環境の整備を図ります。 

 

(4) 生活の支援 

障害のある人の自立と社会参加を促進するため、ライフステージに沿った様々な生活上の課 

題やニーズに対応した支援体制の整備を進めるとともに、障害のある人の自己選択や自己決定 

が尊重される利用者本位の支援を促進します。 

 

① 相談支援体制の整備 

     障害のある人が、自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けることができる体制 

を構築するため、様々な障害種別に対応した相談支援を提供する体制の整備を図ります。 

 

   ② 在宅サービス等の充実 

     障害のある人が個々のニーズや実態に応じて、自らの選択・決定により必要なサービスを 

受けられるよう、市町村等との連携のもと、在宅サービス等の量的・質的な充実を図ります。 

    

   ③ サービスの質の向上等 

     障害福祉サービス等の質の向上を図るため、サービスを提供する職員への研修、事業者に 

対する適切な苦情解決の推進、第三者評価の適切な実施等に努めます。 

 

   ④ 人材の育成・確保 

     福祉サービス等が円滑に実施されるよう、サービスを提供する人材の養成・確保と質の向 

上を図ります。 

 

   ⑤ 福祉用具の研究開発及び身体障害者補助犬の育成等 

     利用者の利便性の向上を図るため福祉用具の研究開発等を進めるとともに、身体障害者補 

助犬法に基づく補助犬の育成等を推進します。 

 

(5) 保健・医療の充実 

障害のある人が身近な地域において、保健・医療サービス、リハビリテーション等を受け 

ることができるよう、支援体制の充実を図るとともに、精神障害のある人が地域で暮らせる環 

境の整備をするため、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

 

① 保健・医療の充実等 

     障害のある人が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けられるよう、地域医 

療体制等の充実を図ります。 

  また、高齢化が進み、障害の重度化・重複化の傾向が高まる中で、障害のある人が地域で 

安心して暮らせるよう、障害の度合いに応じて医療・福祉が連携したサービスの提供に努め 

ます。 
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   ② 精神保健・医療の提供等 

     精神障害のある人への医療の提供・支援を可能な限り地域において行うとともに、精神疾 

患で入院中の人の早期退院及び地域移行を推進し、いわゆる社会的入院を解消するため、精 

神障害のある人が地域で生活できる社会資源の整備を図ります。 

 

   ③ 人材の育成・確保 

     障害のある人等が身近な地域で必要な医療の提供等を受けられるよう、医師・看護師等の 

育成・確保の取組を充実・強化します。 

 

   ④ 難病等に関する施策の推進 

     難病患者に対し、総合的な相談・支援や地域における受入病院の確保を図るとともに、在 

宅療養上の適切な支援を行うことにより、安定した療養生活の確保と難病患者及びその家族 

の生活の質の向上を図ります。 

また、小児慢性特定疾病患者について、今後、成人難病への円滑な移行を推進するととも 

に、保育所や学校などの児童受入環境の整備を図るために関係機関による連携強化を図りま 

す。 

 

(6) 発達障害児・者への支援の充実 

発達障害のある方が、身近な地域で安心して生活ができるよう、発達障害の早期発見・早期 

療育支援を進めるとともに、医療提供体制の充実、京都府発達障害者支援センター「はばたき」 

を核とした相談支援体制など、ライフステージを通じた支援体制の充実を図ります。 

 

① 乳幼児期における早期発見・早期療育支援実施 

京都府が全国に先駆けて実施している年中児スクリーニング（５歳児健診）及びその後事 

後支援策について、引き続き市町村と連携しながら実施するとともに（(2)障害児の支援③再 

掲）、市町村におけるペアレントトレーニング、ソーシャルスキルトレーニング等事後支援 

に取り組まれるよう、専門職養成等の実施等人材育成に取り組みます。 

 

② 医療提供体制の充実 

府立の専門医療機関等において、初診待機期間が長期化している状況を踏まえ、専門医療 

機関の医療提供体制を充実するとともに、地域で発達障害の診察に一定対応可能な医師の確 

保に向けた研修や、かかりつけ医等の発達障害への対応力向上に向けた研修等を通じ、府全 

域での重層的な医療提供体制の確立を図ります。 

 

③ 相談体制の充実 

発達障害者支援センター「はばたき」、圏域支援センター及び地域の相談支援事業所にお 

ける、発達障害のある方及びその家族等への相談支援を継続するとともに、学齢期を中心と 

した発達障害児への相談支援体制の充実を図ります。 

 

④ 関係機関相互のネットワーク形成及び普及啓発の推進 

「京都府発達障害者支援体制整備検討委員会」等において、本府発達障害児・者施策の方 

向性の議論と発達障害児・者支援に係る関係機関のネットワーク形成を推進するとともに、 

毎年４月２日の「世界自閉症啓発デー」等の機会における関係団体と共同した普及啓発活動 

を通じ、府民への発達障害の理解促進に努めます。 
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  (7) 生活環境の整備 

障害のある人の自立と社会参加を促進し、誰もが暮らしやすい生活環境の整備を進めるため、 

障害のある人のための住宅の確保、施設・公共交通機関のバリアフリー化を推進するとともに、 

障害のある人等にやさしいまちづくりを推進します。 

 

① 福祉のまちづくりの総合的な推進 

子どもや高齢者、障害のある人をはじめ誰もが暮らしやすい人にやさしいまちづくりを推 

進するため、ユニバーサルデザインの考え方によるまちづくりの取組等を推進します。 

 

   ② 住宅の確保 

     障害のある人の地域での自立した生活を推進するため、多様な世帯が居住し交流できる府 

営住宅等の整備、住宅のバリアフリー化、府営住宅への優先入居などの取組を推進します。 

 

   ③ 公共交通機関のバリアフリー化の推進 

     障害のある人や高齢者をはじめ誰もが安心して外出できるよう、駅等の旅客施設における 

段差解消や、交通安全施設、道路交通環境の整備促進などを推進します。 

 

   ④ 誰もが利用する施設等のバリアフリー化の推進 

     バリアフリー法及び京都府福祉のまちづくり条例などに基づき、多くの人が利用する施 

設のバリアフリー化等を進め、誰もが安心して行き来できるまちづくりを推進します。 

 

   ⑤ わかりやすい情報の提供 

     障害のある人が円滑に情報を取得・利用し、意思表示やコミュニケーションを行うことが 

できるよう、わかりやすい情報提供や、コミュニケーション支援の充実等を推進します。 

 

(8) 雇用・就労の促進 

働く意欲のある障害のある人が、その適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、 

一般就労を希望する者にはできる限り一般就労ができるよう支援するとともに、福祉的就労の 

工賃の水準が向上するような支援等を通じて、福祉的就労の充実を促進します。 

特に平成30年4月から、法定雇用率が引き上げられ、一般就労に向けた動きが加速化する 

ことが考えられます。特に精神障害のある方の雇用促進や就労継続支援B型の一般就労への移 

行強化に取り組みます。 

 

   ① 障害者雇用の促進 

     障害のある人が、その適性と能力を十分に発揮することができるよう、企業との協働によ 

る雇用の場の創出と拡大を図るとともに、障害者雇用に積極的に取り組む企業を応援する取 

組などを推進し、障害者雇用を促進します。 

 

   ② 総合的な就労支援 

     京都ジョブパーク「はあとふるコーナー」を中心に、障害のある人の就労に関する相談か 

ら能力開発・向上、定着支援までの総合的な取組を、福祉、教育機関等とのネットワークを 

強化して推進します。 

 

   ③ 障害特性に応じた就労支援及び就業力の強化 

     障害のある人の雇用・就労を促進するため、精神障害、発達障害等の障害特性に応じた支 

援の充実・強化を図るとともに、就職を希望する人の能力向上など就業力強化の取組を推進 
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します。 

 

   ④ 福祉的就労の充実 

     福祉の職場で働く障害のある人の自立と社会参加を支援するため、民間企業等とも連携し 

て、工賃向上の取組を推進するとともに、障害者就労施設等が提供する物品・サービスの優 

先調達を積極的に推進するなど、福祉的就労の充実を図ります。 

 

   ⑤ 京都式農福連携の推進 

     農業に携わる事業所の増加を促し働く場を増やすとともに、農業に関する知識技能を認証 

という形で評価し可視化することで、障害のある方の就労意欲の向上や就労につなげます。 

 

  (9) スポーツ、文化・芸術、レクリエーション活動の振興 

障害のある人一人ひとりの個性と能力を活かし、障害のある人が生きがいをもって人生を送 

れるよう、スポーツ・文化芸術活動をはじめとする社会活動を推進し、共生社会の実現を目指 

します。 

 

   ① スポーツ、レクリエーション活動の推進 

     障害のある人の自立と社会参加の促進や、潤いのある生活を促進するため、引き続き、ス 

ポーツ、レクリエーション活動の推進を図ります。障害者スポーツ振興アクションプランを 

基に、ふれあい広場や障害者スポーツのつどい等のあらゆる世代のスポーツ交流や障害者ス 

ポーツの裾野を広げる取組に加え、平成28年に府立サンアビリティーズ城陽に誘致したパ 

ラ・パワーリフティング競技のナショナルトレーニングセンターや、全国で初めて設置した 

官民共同の京都府障害者スポーツプラットフォームを軸に東京オリンピック・パラリンピッ 

クに向けた障害者スポーツの振興に取り組みます。また、その活動による障害のある人とな 

い人の交流の機会を通して、相互理解の促進を図ります。 

 

   ② 文化・芸術活動の振興 

     障害のある人の文化・芸術活動が活発に行われるよう、芸術系大学などと連携して、その 

環境整備を行い、障害のある人の社会参加の促進や、障害のある人の芸術作品の素晴らしさ 

の周知を図るとともに、文化・芸術を通じて障害のある人とない人の交流を促進し相互理解 

を深めます。 

特に、きょうと障害者文化芸術推進機構を通じて、芸術展の開催等、オール京都体制で障 

害者の文化芸術活動を強力に推進します。 

 

(一) 芸術展等の開催 

共生の芸術祭や、京都とっておきの芸術祭、アールブリュッ都ギャラリー等での展 

示を通して、障害のある方の芸術を振興し、共生への理解を深めます。 

 

(二) アーカイブ構築 

府内の障害のある方の芸術作品、活動を調査し、デジタルアーカイブを構築し、企 

業等との連携等により、作家、施設等に収入が入る仕組み作りを行います。 

 

  (10) 暮らしの安心・安全 

障害のある人が地域社会において、安全に、安心して暮らすことができるよう、防災・防犯 

対策の推進、消費者被害の未然防止と救済等を図ります。 
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   ① 防災対策の推進 

     災害時のわかりやすい情報提供や、被害を受けやすい高齢者、障害のある人などの要配慮 

者を適切に避難支援するための市町村の取組の支援など、防災対策を推進します。 

 具体的には、災害時要配慮者支援指針を基に、避難行動要支援者名簿の作成、共有、個別 

避難計画の推進方法など市町村が行う取組みを後押しするとともに、誰もが安心して避難所 

で避難生活を送ることができるよう、避難所のユニバーサルデザインを意識して設営できる 

よう促進すること、さらに、避難所において高齢者等の避難者の二次被害を防ぐために対応 

できる体制を整えるため、福祉避難サポートリーダー及び災害派遣福祉チーム（京都ＤＷＡ 

Ｔ）の養成を進めます。 

 

   ② 防犯対策の推進 

     ファックスやメールによる緊急通報の推進や、携帯電話等を活用した防災・防犯情報の提 

供、各種広報媒体を活用した犯罪や交通事故に遭わないための情報の発信など、防犯対策を 

推進します。 

 

   ③ 消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

     くらしの安心推進員など地域と連携した見守り活動の強化、府・市町村が連携した消費者 

相談の実施、成年後見制度の利用促進などにより、消費者トラブルの防止及び被害から障害

のある人の救済を図ります。 
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３ 圏域障害者自立支援協議会での課題整理等 

市町村、障害当事者、相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、保健・医療、教育、企業な 

どの関係団体等で構成する各圏域の障害者自立支援協議会等において、以下のような現状分析・ 

課題整理がなされました。 

 

(1) 丹後圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域では、高齢化・過疎化率が高く、障害福祉サービスから介護保険への移行を伴う 

方や両制度を併用するケースが増え、ニーズが多様化していますが、福祉的人材の不足の課 

題やグループホーム等のハード面の整備についての課題を抱えています。 

人材面では、離職防止、虐待防止や質の向上が求められていますが、都心部での研修が多 

く、受講機会の充実が必要です。 

また、交通の不便さから、福祉サービスの利用や余暇としての社会参加が難しく、金銭 

面や介護等の負担が家族・事業所に課せられています。 

早期対応が重要な精神障害への支援では、専門の医療機関や支援機関が少なく、入院等 

の場合は他圏域の医療機関の利用となりがちです。遠方での治療は金銭面や介護等の負担と 

なっており、支援が困難な当事者や家族が安心して地域で暮らせるための「地域包括ケアシ 

ステム」の検討が急務であり、その具体的な施策としての他職種による訪問支援(ACT)や訪 

問型家族支援の導入が急がれます。 

就労支援については、厳しい雇用情勢に加え、適性に応じた就労移行支援を進めるため、 

支援者のアセスメント力の向上と障害者雇用に理解がある一般企業を巻き込んだ関係機関 

の連携による支援体制の強化が求められています。 

また、この圏域では、大学と協力し授産商品の向上と販路開拓に取組み、事業所の 

工賃アップを目指した取組を行っています。 

発達障害者の支援においては、各市町の協議会で支援ファイルを含め、関係機関の連携に 

よる支援の充実を図っておりますが、児童発達支援センターが全市町には設置されておらず、 

課題となっています。 

医療的ケアを必要とする重度の障害者への支援は、この圏域では３箇所「重症心身障害 

児者ショートステイ受入体制整備事業」が開始され、利用者や家族には大きな社会資源と 

なりましたが、空床利用型であるため緊急時の対応等、一層の充実が求められています。 

 

② 障害児福祉計画における課題 

この圏域における発達障害児への支援については、発達障害者の支援と同様の課題を抱え 

ています。また、専門の医療機関や関係機関が少なく、発達特性のある子どもが適切な時期 

に必要な専門的支援が受けられる機会の拡充と、保育所や学校生活等で集団の場での支援ス 

キルと専門的助言を受けられる仕組みづくりや、関係機関の連携によるシステムの構築が求 

められています。 

また、放課後等デイサービス等余暇支援についても、全市町に整備されましたが、今後も 

増加が予測されるため拡充が求められています。 

またこの圏域では、発達障害等を抱えた子どもが一般高等学校に進学・在籍する割合が多 

く、学習や進路等の対応に苦慮し、結果として不登校、休学、退学となる生徒への対策とし 

て、高等学校と福祉等関係機関の懇談会を実施していますが、今後も継続できる体制の構築 

が課題となっています。 

医療的ケアが必要な重度の障害児への支援において、療育施設や保育所等が少なく、家 

族が自宅での介護やケアを強いられているという課題があります。また、点在する医療機関 

への受診時の搬送体制の支援体制等、家族の介護や心理的負担軽減となる資源が必要で 
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す。 

教育面では、重度・医療ケアが必要な障害児の一般校への入学受入等も進んでいます 

が、専門教育としての支援学校利用にあたっては、遠方となりスクールバスでの通学が困 

難なため、家族による送迎や訪問教育を利用するなどの選択となり、等しく教育を受ける 

機会の充実が求められています。保健・医療・福祉・教育の関係機関が連携して、医療的 

ケアが必要な重度障害がある人が安心、安全に在宅生活が送れるよう社会資源の充実が求め 

られています。 

 

(2) 中丹圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域では、病院・施設からの地域移行や地域生活支援の取組として、訓練・生活の場 

となるグループホームの整備が進められてきましたが、長期入院精神障害者の退院促進を進 

める中、家族の高齢化が進んでいる現状を考慮すると、今後とも、住まいの場の確保を行う 

とともに、交通の不便な北部においては、移動支援事業の拡充が必要となっています。 

また、発達障害や高次脳機能障害、精神障害については、当事者が相談や自立スキル等を 

学ぶ場所（居場所）が必要となっています。特に高次脳機能障害者といった、制度の狭間に 

ある障害者については、京都の北部地域で専門的な相談やリハビリテーションが受けられる 

体制の整備が急がれるところです。 

そして、相談支援事業所におけるサービス等利用計画作成に係る業務量拡大に伴い、相談 

支援専門員の増員をはじめ、相談支援に係る質の向上など体制強化が必要となっています。 

一方、人材面では都心部での研修が多く、地域での研修機会の充実を図るとともに、介護 

職員の確保と、訪問介護などの居宅支援体制の強化が課題となっています。 

次に、就労支援については、研修等を通して障害者就労に対する企業の理解促進や啓発を 

図る必要がある中で、障害の特性や就労形態を適切に把握した上で職場に適応できる対象者 

をマッチングし、就労後も支援を継続し続けるなど職場定着への支援の充実が求められてい 

ます。 

また、就労支援事業所における工賃向上のため、製品の付加価値を高めるとともに、地域 

特産物等を活用した独自の商品開発や販路拡大が求められています。 

障害を理由とした不利益取扱いや合理的配慮への理解促進、双方向のコミュニケーション 

支援について、学校や職場等における学習機会や啓発が引き続き必要となっています。 

 

② 障害児福祉計画における課題 

この圏域では、障害児に対する地域支援体制を構築するため、児童発達支援、放課後等デ 

イサービス、日中一時支援や保育所等訪問支援事業等の充実を図るとともに、小・中学校の 

特別支援学級等に通級している子どもたちの放課後児童クラブなど、受け入れ先を拡充する 

必要があります。 

医療的ケアの必要な重度障害児（者）については、安心した在宅生活を本人や家族が送れ 

るように、また家族の負担軽減を図るため、身近な生活エリアで利用できる短期入所や日中 

活動の場、教育支援体制の充実が求められており、更には災害発生時における支援体制の確 

保が課題となっており、この圏域の部会において、ワーキングを設けて検討を重ねています。 

発達障害については、健診等の場を通じて早期に発見し、ＳＳＴ等のトレーニングを行う 

ことで、後の社会生活への円滑な移行を目指して様々な取り組みを行っています。進学後は 

支援ファイル・移行シートを活用して支援の継続性や卒業後の就労支援に努めていますが、 

進学や就職先での人間関係等によるつまずきが深刻な状況につながる場合も多く、思春期の 

早い時期から卒業後の支援について教育・福祉等関係機関の課題共有と連携強化が必要とな 

っています。 
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また、一般学校においては、発達障害をはじめ生活上の困難を抱える児童・生徒が増加し 

ている状況も生まれており、関係機関とのネットワーク強化が求められています。 

 

(3) 南丹圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域における障害福祉の推進にあたっては、南丹圏域障害児者総合支援ネットワーク 

「ほっとネット」において、ライフサイクルと多様なニーズに応じたネットワークの構築を 

図っているところです。 

この「ほっとネット」の活性化を図るため、部会において見直しを行い、相談支援部会、 

発達障害支援部会、精神保健福祉部会、南丹管内地域特別支援教育総合推進事業運営協議 

会、京都ほっとはあとセンター南丹ブロックを設置して、南丹圏域の地域課題を専門分野 

ごとに協議し、対応策を検討・実施しているところです。今後とも、全体会議の開催と併 

せて充実した活動が重要となっています。 

近年、この圏域においても、障害者の高齢化が進んでおり、障害福祉サービスの提供体制 

については、従来のものに加え、認知症や加齢による心身の衰えなどへの対応が求められ 

ています。 

特に、知的障害や精神障害がある方が高齢期を迎えるなかで、適切な処遇を実施していく 

に当たっての困難さは増しています。 

このような中で、利用者の高齢化に伴い、親亡き後の家族との関係性が希薄となり、身内 

の方との関わりが希薄となる場合には、入院や治療への同意・手続き等においても困難と 

なるケースが生じており課題となっています。 

また、障害福祉事業所における職員（スタッフ）の人材確保・育成が充分にできない中で 

特に、サービス管理責任者などについては、一定の要件を満たした者を配置することとな 

っていますが、この圏域内の事業所においては、有資格者の確保ができないなど、適切な 

事業所の運営体制を図る上での人材確保が大きな課題となっていることに加え、福祉的人 

材の退職・休職が多く見受けられる事業所があるなど、職場環境に課題があると思われ、 

研修の機会の確保や働きやすい職場環境づくりなどが必要となっています。 

さらに、この圏域においては、入院できる精神科病院が現状では存在しないために、精神   

    障害者の地域移行及び地域定着の事業については、あまり進んでいません。 

今後については、対象者の把握方法などを含めて事業所の取組を促進していくことが必要 

と考えます。 

 

② 障害児福祉計画における課題 

障害児への支援体制を進めるためには、この圏域内の市町とも充分に連携を図る必要があ 

りますが、都市部から山間部まで幅広い地域のため、社会資源が不足している地域が見られ、 

支援を必要とする人に必要な福祉サービスを十分に届けることができないということが課 

題となっています。そのため、身近な地域で必要となる障害福祉サービスが受けられる体制 

整備が求められています。 

またこの圏域では、近年、発達障害児等の療育を目的として、放課後等デイサービス事業 

を中心として取り組んでいるところですが、中には託児的な処遇となっている事業所が見受 

けられるなど、利用ニーズを満たした運営となっていない事業所が散見されることから、放 

課後等デイサービス事業における質の向上についても喫緊の課題となっています。 

そして、ライフサイクルを通しての支援を考えていくにあたっては、生活環境に変化があ 

る就学前から就学時において、小学校から中学校へ、中学校から高等学校への切れ目のない 

繋ぎの支援が課題となっています。 
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(4) 京都市サブ圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域では、入所施設から地域生活への移行や、退院可能な精神障害のある市民の精神 

科病院からの退院等を促進する取組と併せて、在宅生活を支えるサービスの充実を図る必要 

があります。それと同時に障害のある方の自立につながる生活の場や地域で活動できる場の 

充実、さらには、ニーズに応じたきめ細やかな相談支援を提供するための体制強化が必要と 

なっています。 

そして、障害のある方の地域での暮らしを支える基盤整備である地域生活支援拠点に求め 

られる５つの機能（①相談、②緊急時の受入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の 

確保・養成、⑤地域の体制づくり）については、地域における複数の機関が分担して機能を 

担う「面的整備型」で整備を進めていきます。 

また、訪問系サービスにおいては、人材不足からヘルパー数の更なる確保が必要となって 

いるところ、日中活動系サービスにおいても、生活介護や短期入所の需要が今後も継続して 

伸びの上昇が見込まれていることから、福祉的人材の確保と質の向上に向けた取組が必要と 

なっています。 

居住系サービスにおいては、地域移行を今後も進めていくことを考慮すると、これまで以 

上にグループホームの充実を図っていく必要がありますが、報酬水準の向上の課題や、地域 

における理解促進等に課題があります。 

就労支援については、引き続き、労働、福祉、教育など各分野の関係機関が協働して雇用 

促進・就労支援に取り組むとともに、就職先での職場定着状況の把握など、必要な支援のあ 

り方を検討していきます。 

 

② 障害児福祉計画における課題 

障害児に関しては、早期発見・早期療育の流れの中で、早期発見されたとしても、すぐに 

療育につなげていくことが難しい現状となっている中、保健福祉、医療、教育等の関係機関 

との連携を深め、早期療育につなげていく必要があります。 

また、学齢期前の児童に関しては、発達支援事業所等の設置数が少なく、また、設置地域 

に偏在があることから、利用する支援の必要な児童が、身近な地域で療育を受けることがで 

きるよう、発達支援事業所等の設置を促進する必要があります。 

学齢期の児童に関しては、放課後等デイサービスの事業所数が増加し続けているところで 

すが、これに伴ってサービスの質の課題が生じています。また、学齢期の障害のある児童の 

放課後・長期休暇中の過ごし方の多様化に伴い、一人ひとりの地域での育ちをどのように支 

援していくかについて検討が必要となっています。 

 

(5) 乙訓サブ圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域では、障害者の入所施設はあるものの、府全域の人口比から考えると、施設数（定 

員）が少ないという現状があり、またその入所施設については、知的障害に対応できる施設 

ではありません。このように、この圏域では、住居系施設というハードが不足しており、地 

域移行を今後も進めていくことを考慮すると、グループホーム等の地域生活の整備や充実が 

必要となっています。しかしながら、このような施設の用地の確保が困難であり、現状とし 

ては、進んでいないことから、障害がある方の在宅での生活をいかに支援していくかが求め 

られています。 

また、強度行動障害や、医療的ケアを要する障害がある方を地域で支えるために、人材育 

成などの基盤整備はもちろんのことながら、事業者間でのスムーズな連携や相談体制の充実、 

緊急時の受け入れ等の機能の他、高齢化する家族のため、利用のしやすい短期入所の確保と 
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いった機能を持つ地域生活支援拠点が求められているところです。 

他には、特別支援学校の卒業生について、卒業後、年によっては違いがありますが、一般 

的には、生活介護を希望される傾向があるため、計画的に地域における受け入れ体制を整備 

していくことが必要となっています。このような中で、就労や各種訓練についても、関係機 

関が連携・協力して切れ目のない支援をしていくことが求められています。 

そして、この圏域内には、精神科病院が２カ所ありますが、長期入院患者の退院促進に向 

けて精神障害がある方の生活や、それぞれの状態に応じた就労への適切な支援や、生活の場 

の確保が必要となっています。 

 

② 障害児福祉計画における課題 

この圏域では、障害児入所支援施設等がなく、通所支援施設についても、児童発達支援に 

関しては、圏域内において２つしか整備されていない状況が長く続いたところですが、平成 

28年度末に新たに２つの事業所が開設されるなど、事業所の整備が徐々に進みつつあるとこ 

ろです。同様に放課後等デイサービスに関しても、毎年、事業所数が増えるなど、こちらに 

ついても徐々に充実しつつあるところです。 

しかしながら、この圏域内においては児童発達支援センターがなく、保育所等訪問支援も 

数少ない状況であり、また、重症心身障害児対応の児童発達支援及び放課後等サービスも同 

様に数少ない状況であり、今後これらの事業所を整備・充実させることが必要となっている 

ところです。また、障害児相談支援事業所等についても、同様に人員の確保等、体制の充実 

が求められています。 

 

(6) 山城北圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域は、市域では自立支援協議会、社会福祉法人や特定非営利活動法人、企業が協働 

し障害がある方の相談支援、就労支援、地域生活支援、児童の発達支援等の課題に取り組み、 

町域では地域の社会福祉法人と連携し、障害がある方を取り巻く課題に取り組まれています。 

また、療養介護を実施している南京都病院の他、施設入所支援の事業所が 11箇所、精神 

科病院が４箇所ありますが、家族の高齢化が進み、施設入所利用者の高齢者施設等への移行 

も進んでおらず、利用者の待機が課題となっています。 

また、地域移行の推進、障害のある子どもの親亡き後の居場所として、圏域の自立支援協 

議会で、地域生活支援拠点の検討を継続的に行い、市町と地域の障害福祉サービス事業所の 

連携で、グループホームが整備され、平成 26年からの３年間で利用定員が 70人増えまし 

たが、親の高齢化や、障害者総合支援法の改正等から、体制整備が追いつかない状況です。 

一方、日中活動の場として、障害福祉サービス事業所が多く、多様な法人が運営しており、 

この圏域では独自に支援学校保護者が事業所を知る機会として「福祉事業所説明会」を実施 

していますが、希望の事業所に入れない、医療的ケアや重度障害者の受入先が見つからない 

等の課題があり、障害者就業・生活支援センターなどの相談機関、就労系の事業所から精神 

や身体の中途障害者の受入先、高齢障害者の受入先が課題となっています。 

事業所間の連携を図るため、圏域で自立支援協議会の就労部会や精神部会での取組を推進 

し、さらには医療、看護、リハビリ、支援学校、障害福祉サービス事業所をつなぐ、「在宅 

療養児・者ネットワーク会議」を設け研修等を行っていますが、相談支援体制の弱さや調整 

機能に課題があります。 

精神障害の支援については、市町、保健所、精神科病院、障害福祉サービス事業所、企業、 

教育等が連携し、就労支援ネットワークを構築し、府の訪問支援事業（アウトリーチ）によ 

り地域課題を協議する場がありますが、市町村・圏域での精神障害者の地域包括ケアシステ 

ムづくりには多方面で課題があり、関係機関と連携した取組が必要です。 
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② 障害児福祉計画における課題 

この圏域は、京都市、相楽郡、大阪府と接しており、圏域外の医療機関の産科の利用が多 

く、特に産前検診で問題があった場合は、総合病院を紹介され、転院・出産されます。 

そのため、乳児期には、児が地域に戻るにあたり、保護者、主治医、市町保健師が連携・ 

協議され、地域で生活する環境を整えることが最初の課題となります。 

次に、地域に戻った児は、市町保健師及び保健所保健師の支援を受けて、地域での医療機 

関、必要に応じて訪問看護事業所を見つけることが課題となります。 

幼児期には、市町保健師の支援により、府こども発達支援センターや市町の児童発達支援 

のサービスの利用につながります。しかし、医療的ケア、重度障害の児は事業所の体制が整 

わない場合はサービスが利用できない場合がある他、児童発達支援センターの設置について 

も人員、設備等が大きな課題となっています。 

また、医療的ケア、重度障害の児については、保育所通所の例はほとんどなく体制整備が 

課題です。 

次に学齢期の支援について、地域の小学校、特別支援学校で、学校中心で支援されますが、 

子ども子育て支援新制度が学童保育（放課後健全育成事業）を小学６年まで対象を拡大した 

ことや、支援の必要な障害児は放課後等デイサービスを利用されるため、利用調整が課題と 

なっています。 

 

(7) 山城南圏域 

① 障害福祉計画における課題 

この圏域では、相楽地域の東部と西部で特徴が大きく異なり、少子高齢化が進む東部地域 

に比べ、京阪奈学研都市のある西部地域では人口増加が顕著で、若い世代の転入も多く見ら 

れます。それに伴い障害のある方も増加し、特別支援学校からの卒業生の新たな福祉サービ 

スの利用も見込まれるため、居宅系、日中活動系ともにサービス提供体制の計画的な整備が 

必要です。特に重度の障害がある方に対応する生活介護などの介護系サービスへのニーズも 

高まっています。 

また、施設から地域への移行が推進される一方、親世代の高齢化が深刻化し、親亡き後の 

支援体制の整備が必要となっており、グループホーム等の受け皿の整備に対する要望が圏域 

内でも高まっています。また、同時に地域生活支援拠点の整備も求められていますが、これ 

については、面的な整備が現実的であると考えられます。 

就労支援については、福祉的就労から一般就労への移行が求められているところです。 

障害者が自立し、社会参加ができる共生社会を実現するため、就労の場の確保は重要ですが、 

府内で唯一、有効求人倍率が 1.0を超えない地域内にあり、障害者の一般就労の場に恵まれ 

ていません。この圏域における自立支援協議会就労支援部会では、学研都市内の企業・研究 

機関をはじめ圏域内外への就業先開拓を検討しているところです。福祉的就労についても、 

就労継続支援事業所等において施設外就労の委託先や下請け受注等の開発に努められてい 

るところですが、工賃向上に向けた新商品の開発、販路開拓、農福連携などについても就労 

支援部会で検討が開始されたところです。 

精神障害者支援についても、精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築が求 

められていますが、この圏域内には、精神科病床、思春期外来、高次脳機能障害等対応の専 

門機関や社会資源等がない状況であり、限られた資源の中、地域で支える体制整備が課題と 

なっています。 

このような現状やニーズが高まっているものの社会資源が不足しており、障害福祉サー 

ビス事業者支援の充実や一般就労を含む就労の場の確保を図るなど、計画的な整備をこの圏 

域においても図っていくことが必要ですが、入所施設や精神病床、専門機関の整備について 

は現実的に厳しく、今後も、他圏域の専門機関や社会資源との連携強化を進めつつ、この圏 
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域内においては福祉と医療、教育等他分野とのさらなる連携強化が必要です。そこで、この 

圏域の自立支援協議会や市町村の自立支援協議会、相談支援事業所を中核として、支援ネッ 

トワークの構築・強化を推進していきたいと考えます。 

 

② 障害児福祉計画における課題 

障害児を取り巻く福祉サービスについては、就学前の療育、就学後の放課後支援のニーズ 

が高まっていますが、特に発達障害児に対する支援については、圏域内に児童発達支援セン 

ターがない状態を解消し、整備することが急務です。また、圏域の障害者自立支援協議会の 

発達支援部会において、ペアレント・トレーニングや支援ファイルの普及推進により、ライ 

フステージを通じた切れ目のない支援提供に一層努めるとともに、圏域内の今後の施策推進 

の全体像（ビジョン）を策定し、教育・医療等他分野との連携を深めることで支援体制の強 

化を図ります。 

また、重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所、 

医療的ケア児に対応できる事業所、短期入所、レスパイト入院先等が不足していることから、 

圏域の障害者自立支援協議会に医療的ケア作業部会（仮称）を立ち上げ、医療、教育を含む 

他分野との連携を深めた協議の場を設置し、支援体制の整備を進めていきたいと考えます。 
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(8) 課題のまとめ 

① 障害福祉計画における課題のまとめ 

各圏域の課題をまとめると次のような項目に取りまとめることができます。 

 

 

 

② 障害児福祉計画における課題のまとめ 

各圏域の課題をまとめると次のような項目に取りまとめることができます。 

 

項 目 課 題 

障害児支援体制の整備 

・早期の対応ができる支援体制の構築や医療機関との連携 

・児童発達支援センターの整備 

・療育施設、保育所の整備 

・医療的ケアの必要な者の通学環境整備 

・短期入所、日中活動の場の拡充 

・児童発達支援、日中一時支援、保育所等訪問の充実 

・放課後等デイサービス事業所の拡充・質の向上 

・医療的ケア児対応事業所、レスパイト入院先不足 

教育体制の確保 

・進学後の支援、卒業後の就労支援 

・早期の課題共有や関係機関と連携できる体制の整備 

・小中高での切れ目のない支援 

・特別支援学級に通級児の受け入れ先拡充 

  

項 目 課 題 

高齢化・過疎化 

・公共交通網の弱さからの家族や事業所の負担解消 

・高齢化する障害者への支援体制の整備 

・親世代の高齢化、親亡き後の支援体制の整備 

地域移行や生活支援を支

える各種障害福祉サービ

スの基盤の整備 

・住居系施設（グループホーム等）ハード整備 

・移動支援事業、地域定着事業等の拡充 

・相談支援の強化 

・地域包括システムの設置 

・リハビリテーション体制整備 

・事業所の基盤整備、連携、相談体制の充実 

・緊急時の受け入れ体制の整備 

就労支援・工賃向上 

・障害者就労に対する企業の理解促進、啓発 

・就労後の職場定着支援 

・製品の付加価値向上、商品開発、販路拡大 

社会への啓発 ・不利益取扱い、合理的配慮への啓発や理解促進 

人材の確保・育成 
・職員の人材確保や育成、研修機会充実 

・職場環境づくり 
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 ４ 圏域の課題等を受けての施策の方向性 

   各圏域の課題整理等を踏まえた施策の方向性を次のとおり設定します。 

  

    (1) 高齢化・過疎化について 

今後ますます高齢化がすすむ障害者への支援体制について、高齢担当部局との連携を行いつ 

つ、地域の受け入れ等、確実な支援を行えるよう取り組むとともに、親世代の高齢化、いわゆ 

る「親亡き後」の障害者の支援について、権利擁護をはじめとした各種サービスの充実に努め 

ます。 

 

    (2) 地域移行や生活支援を支える各種障害福祉サービスの基盤の整備について 

地域移行を進めるためには、住居系施設（グループホーム等）といったハード整備と、移動 

支援事業や地域定着事業が重要となってくることから、誘致や呼びかけを積極的に行い、基盤 

の拡充が行えるように取り組みます。 

また、障害のある方の日々の課題に対応できる相談支援の強化やリハビリテーション体制の 

整備・拡充に努めます。 

そして、緊急時にスムーズに受け入れることのできる体制の整備として、地域生活支援拠点 

等の取組も進めていきます。 

 

    (3) 就労支援・工賃向上について 

障害者雇用率の見直しが行われることを受けて、今後ますます、障害者の就労について適切 

な配慮や理解が求められていくところであるため、引き続き、府内の企業に対し、障害者理解 

を呼びかけていきます。 

また、本府が平成29年度から取組を始めている、農福連携をとおし、就労機会の拡充や、 

工賃向上といった様々な施策を展開していきます。 

 

    (4) 社会への啓発について 

「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」や 

「障害者差別解消法」に基づく取組が始まったところですが、社会の認知度は未だ高いとは 

言い難い状況であるため、引き続き、不利益取扱いや合理的配慮についての適切な理解を府民 

に呼びかけ、社会認知度の向上に取り組みます。 

 

    (5) 人材の確保・育成について 

人材育成の要となる、研修の回数の増加や府北部での開催機会の検討など、研修の機会の 

確保を行うとともに、福祉的人材の離職防止に向けた労働環境の向上や、福祉への就労を引き 

続き呼びかけていきます。 

 

    (6) 障害児支援体制の整備について 

療育施設や保育所の整備、日中活動の場の拡充など、ニーズに応じたサービス体制の拡充を 

はかるとともに、医療的ケアの必要な児童に対して、早期の対応ができる支援体制の構築や各 

種医療機関との連携がとれるよう取組を進めます。 

 

    (7) 教育体制の確保について 

進学前、進学後の支援、卒業後の就労支援といったステージに応じたシームレスな支援を行 

い、また課題共有や関係機関と連携できる体制整備に取り組みます。 
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第３章 各年度の障害者支援施設及び障害児入所施設の必要入所定員数 

平成32年度までの各年度における障害者支援施設及び障害児入所施設等の必要入所定員総数 

ついて、次のとおり必要入所定員数を設定することとし、市町村や関係施設及び事業所と連携を図 

りつつ、地域の実情・ニーズに応じた整備を進めていきます。 

 

 

 １ 障害者支援施設 

 障害者支援施設について、次のとおり必要入所定員数を設定することとします。 

 

 平成 30年度 平成31年度 平成32年度 

必要入所定員数 2,367人分 2,354人分 2,331人分 

 

 

 ２ 障害児入所施設 

   障害児入所施設について、次のとおり必要入所定員数を設定することとします。 

 

 平成 30年度 平成31年度 平成32年度 

必要入所定員数 116人分 116人分 116人分 
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第４章 障害福祉サービス等の人材確保及びサービスの質の向上の取組 

 

 １ 人材の養成・確保 

障害福祉サービス等が円滑に実施されるよう、実務経験等を踏まえ、現場においてサービスが 

提供できる人材を養成し、質の向上を図るとともに、近年必要数が増加している福祉的人材の確 

保等の取組を一層推進します。 

 

○ 障害のある人が個々のニーズや実態に応じて、自らの選択・決定により必要なサービスを受 

けられるよう、質の高い相談支援やサービス等利用計画の適切な作成等ができる相談支援従事 

者等や個別支援計画の適切な作成ができるサービス提供に係る責任者を確保するとともに、計 

画作成のスキルの向上等、相談支援に携わる者に必要な技術を習得できるよう養成を行います。 

 

○ 障害のある人が地域で安心して暮らせるために、精神に障害のある人、聴覚や視覚に障害の 

ある人、知的障害のある人など障害特性に応じたヘルパーやボランティアなどの人材の養成・ 

確保を図ります。 

特に地域の市民人材の活用を行い、人材確保を図るとともに、研修を充実させ、質の高い人 

材の養成に努めます。 

また、強度行動障害がある人に対して適切な支援を行える者を養成します。 

 

○ 障害のある人の地域生活を支えるため、視覚に障害のある人のための同行援護従事者や点訳 

奉仕員、朗読奉仕員等の養成事業の充実を図るなど、人材の養成・確保に努めます。 

 

○ 基幹相談支援センターや児童発達支援センターなどの地域の拠点において指導的な役割を 

担って活躍できる人材や、医療的ケア児や発達障害など、障害特性に応じた専門分野に対応で 

きる人材の育成確保に努めます。 

 

○ 「きょうと福祉人材育成認証制度」により、若者等の人材育成と定着に取り組む事業所を認 

証し、その取組を支援・促進するとともに、先進的な取り組みを進める法人に対しては上位認 

証として、さらなる取り組みを推奨します。 

 

○ 府北部地域における福祉人材の養成・確保及び現任職員の資質向上等を図るために市町村と 

府が連携・協力して構築する「京都府北部福祉人材養成システム」を推進し、府北部地域にお 

いて福祉人材の確保・定着を支え、どの地域でも安心して、高水準のサービスが受けられるよ 

う取組を進めます。 

 

○ 職員の質の向上を持続的に維持できるように、研修を行うことができる講師やファシリテー 

タ等の人材を確保できる体制づくりを行います。 

 

 ２ サービスの質の向上等 

  障害福祉サービス等の質の向上を図るため、サービスを提供する職員への研修、事業者に対す 

る適切な苦情解決の推進、第三者評価に加え、平成 30年度からは障害福祉サービス等の情報の 

公表制度の適切な実施等に努めます。 

 

○ 障害福祉サービス等が円滑に実施されるよう、サービスを提供する事業者の指導・監督を適 

切に行うとともに、介護職員による喀痰吸引等の医療的ケアに関する研修、ヘルパーの養成研 
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修、相談支援従事者の養成・確保を推進する研修など、サービス提供人材の確保と質の向上を 

図ります。 

 

○ 福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、事業者における適切な苦 

情解決の促進を図るとともに、事業者段階では解決の困難な苦情については、公正・中立な第 

三者機関である運営適正化委員会により、福祉サービスに関する苦情解決の体制整備とその適 

性な運用を図ります。 

 

○ 京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構によるサービス提供事業者の第三者評価を促 

進し、サービス提供事業者の組織運営及びサービス提供内容等の透明性を高めるとともに、サ 

ービスの質の向上・改善を支援と、平成30年度からスタートする障害福祉サービス等の情報 

の公表制度の運用を通じて利用者の適切なサービスの選択を支援します。 

 

 ３ 権利擁護の推進 

   障害者虐待防止法及び高齢者虐待防止法に基づき、市町村や専門職団体等と連携・協力して、 

障害のある人や高齢者への虐待の未然防止、早期発見・早期対応、再発防止等の取組を進めると 

ともに、定期的な虐待防止・権利擁護研修を市町村や事業所に対して引き続き行います。 

さらに、虐待が発生し、分離が必要なとき等の緊急時に備え、シェルターとなる居室等の確保 

  を行います。 

また、成年後見制度利用促進法に基づき、障害や高齢により判断能力が十分でなくなった方  々

の生活を守る成年後見制度等の利用促進を図り、障害のある人等の権利擁護を推進します。 

   そのため、府として、家庭裁判所等と連携し、市民後見人材の養成やその活動を支える仕組み 

づくりや、市町村単位で設置を進めることとされている中核機関設立へ向けた支援を行い、成年 

後見が必要な方へ十分な支援が行き渡るように努めます。 

   また、今後、府が取り組む成年後見制度の利用促進には、社会福祉協議会が実施している、日 

常生活自立支援事業等の社会的資源を活用し、また連携することで、障害のある方の権利擁護に 

資するよう努めます。 
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第５章 地域生活支援事業の実施 

 １ 専門性の高い相談支援事業 

  ○ 発達障害者支援センターはばたき及び発達障害者圏域支援センター（府内６箇所）におい 

て、発達障害に係る相談支援を行います。また市町村、保育所、学校、福祉施設、就労関係 

施設等に対して、指導・助言を行うとともに、発達障害に関する府民への理解促進のための普 

及啓発を行います。 

 

○ 身近な地域において、障害のある人の生活支援や職場定着支援などを行う障害者就業・生 

活支援センターについて、その機能の充実を図るとともに、地域によって支援内容に格差が 

生じないよう人口規模の大きな圏域において複数のセンターを設置します。 

 

○ 高次脳機能障害のある人に対し、支援拠点における相談支援を継続して実施するとともに、 

医療機関、障害福祉サービス事業者等への研修会を開催し、普及・啓発に努めます。また、 

支援機関相互の連携会議により、地域における高次脳機能障害のある人への支援体制の充実 

を図ります。 

 

 ２ 意思疎通支援を行う者の養成・派遣等事業 

   聴覚や視覚に障害のある人の意思疎通を支援し、社会参加を促進するため、手話通訳者、要 

約筆記者及び点訳・朗読の各奉仕員の養成を積極的に進めるとともに、派遣事業も推進し、障 

害のある人の情報保障により資するよう、取組を進めていきます。 

 

３ 広域的な支援事業 

  ○ 各障害保健福祉圏域に障害者自立支援協議会を設置し、就労支援や医療的ケア、精神障害、 

発達障害などの各専門部会を置いて、ゼネラルケアマネージャーを中心とする関係機関等と 

のネットワークを構築し、困難事例等への広域的な対応を図ります。 

 

  ○ 「京都府障害者自立支援協議会」を設置するとともに、市町村を越えた広域調整を担う組織 

として各障害保健福祉圏域に「圏域障害者自立支援協議会」を設置し、府障害福祉計画の進 

行管理及び府全体の相談支援体制の構築に向けて取組を進めます。 

 

○ 在宅障害児が身近な地域で療育指導、相談等が受けられるよう障害児地域療育等支援事業 

を実施し、療育機能の充実を図ります。 

 

４ サービス・相談支援者・指導者育成事業 

 障害福祉サービスや相談支援が円滑に実施されるよう、サービス等の提供を行う方やサービ 

ス等提供者に対して必要な指導を行う指導者を育成、サービス等の質の向上を図ります。 

具体的には、障害支援区分認定に携わる方、相談支援従事者、サービス管理責任者、居宅介 

護従業者等、身体障害者・知的障害者相談員、音声機能障害者発声訓練指導者等の育成について、 

地域の実情などを勘案しながら取り組みます。 

 

５ 任意事業・地域生活支援促進事業等 

１～４に掲げた事業に加えて、府内市町村と連携をとりつつ、広域的な観点から、日常生活支

援に関する事業や社会参加を実現する支援に関する事業、就業・就労支援に関する事業等を実施

し、障害のある方の自立した生活の実現に取り組みます。  
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第６章 計画の達成状況の点検及び評価 

障害福祉計画等に盛り込んだ事項について、定期的に調査、分析を行い、各年度において、「京都 

府障害者施策推進協議会」及び「京都府障害者自立支援協議会」をはじめとした関係機関に対して、 

本計画の達成状況等の報告を行うこととし、サービス基盤整備の状況等の点検及び評価を行います。 

また、これらの状況、京都府障害者基本計画、関連施策等の動向を踏まえつつ、必要があると認め 

るときは、障害福祉計画等を変更すること、その他計画達成のための対策を講じます。また、その 

結果について、ホームページ等に公表します。 

 

第７章 計画の成果目標の設定 

サービス等の提供体制の確保に係る目標として、国の指針に則して成果目標を設定するとともに 

京都府独自の目標も設定します。 

 

 １ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

   平成28年度末時点における福祉施設入所者のうち、平成32年度末までに、２００人以上の 

方がグループホーム等で生活することを引き続き目指します。 

 

 （参考）平成28年度末の福祉施設入所者数：2,375人 

 

 ２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

(1)  障害保健福祉圏域ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 

 

保健、医療、福祉関係者による協議の場を圏域ごとに設置することを目指すとともに、市町 

村にも設置を促します。 

 

(2)  精神病床における１年以上の長期入院患者 

 

平成32年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数を、次のとおり設定し、地域移 

行を促進していきます。 

 

 精神病床における１年以上長期入院患者数：２，６８０人 

 

(3)  精神科病床における退院率 

 

精神科病院への入院者について、次のとおり地域生活へ移行することを目指します。 

 

①  平成32年度における入院後３箇月時点の退院率 ： ６９．０％以上 

②  平成32年度における入院後６箇月時点の退院率 ： ８４．０％以上 

③  平成32年度における入院後１年時点の退院率 ： ９２．３％以上 

 

（参考）平成28年６月の１箇月間の入院患者数：606人 

 

 ３ 地域生活支援拠点等の整備 

地域生活支援拠点等について、平成32年度までに圏域または各市町村の設置を目指します。 

（参考）平成29年４月１日現在の地域生活支援拠点数：５拠点 
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４ 福祉施設から一般就労への移行  

(1) 福祉施設から一般就労への移行 

 

平成32年度における福祉施設から一般就労への移行者数について、平成28年度の移行実 

績を上回る４００人以上を目指します。 

 

（参考）平成28年度の移行実績：263人 

 

(2) 就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労移行 

 

一般就労移行の目標を達成するため、平成 32年度末における１年間の就労移行支援事業の 

利用者数と、就労移行支援事業所の目標を次のとおり設定します。 

 

①  就労移行支援事業所の利用者数   ： １２，１００人以上 

②  就労移行率が３割を超える事業所数 ： ２１事業所以上（３０％以上） 

 

（参考）平成28年末時点の１年間の就労移行支援事業の利用者数（推計値） 

※1箇月の就労移行支援事業の実績値（581人）×12箇月＝6,972人 

    平成28年度末時点の指定就労移行支援事業所数  ：64事業所 

      （うち、３割を超えている事業所：全体の 28.3％ 回答率 91.3％） 

 

(3) 就労定着支援事業による支援 

 

平成30年４月から始まる、就労定着支援事業においては、支援を開始した時点から１年後 

の職場定着率を８割以上とすることを目標とします。 

 

５ 障害児支援提供体制の整備等  

(1) 児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実 

 

重層的な地域支援体制の構築に向け、平成 32年度までに各市町村に児童発達支援センター 

   を設置することを目指し、設置を促すとともに、保育所等訪問支援について、平成32年度ま 

でに各市町村においてサービス利用できるよう、提供体制の整備を促します。 

 

(2) 児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

 

 重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所について、 

平成32年度までに各市町村に確保できるよう、事業所の整備を促します。 

 

地域生活支援拠点 

  障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え原則として次のような機能を備えた拠点の

ことを言います。 

①相談 ②緊急時の受け入れ・対応 ③体験の機会・場 ④専門的人材の確保・養成  

⑤地域の体制づくり 
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(3) 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

 

平成30年度中に、府域単位、圏域単位、市町村単位で、医療的ケア児の支援のため、保健、 

医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場の設置を促します。 

 

６ 京都府の取組について  

(1) 京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例の普 

及・啓発について 

 

本府において平成 27年４月１日に施行した「京都府障害のある人もない人も共に安心して 

いきいきと暮らしやすい社会づくり条例」について、パンフレット等の配付やフォーラム等 

の開催といった普及・啓発活動をさらに強化し、広く府民に理解を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ヘルプマークの普及啓発について 

 

本府において平成 28年度から配布を開始している、「ヘルプマーク」について、広く府民 

に理解を促すため、関係行政機関・教育機関・公共機関等に呼びかけ、普及・啓発活動をさら 

に強化します。 

※平成29年７月20日にJIS（案内用図記号）に追加されました。 

 

(3)京都式農福連携の取組について 

 

担い手の減少が進む農業分野と、障害者等の働く場の確保を求める福祉分野の連携を行う活

動として、「農福連携」が全国的にも広まりはじめてきているところですが、本府においては、

平成29年度から農福連携を軸に障害者をはじめ地域の多種多世代の人々が地域の「担い手」を

育む京都式地域共生社会づくりを推進します。 

 

① 平成32年度までの農業を行う事業所数：１７５事業所以上 

 

② 平成32年度までの京のノウフク事業所の認定：５０事業所以上 

 

③ 平成32年度末までの農福連携キャリアパス制度の実施人数 ：５０人以上 

 

 

 

 

京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例 

  ①不利益取扱いの禁止 ②社会的障壁の除去のための合理的な配慮 ③相談体制の設置 

④不利益取扱いに関する助言、あっせん ⑤共生社会の実現に向けた施策の推進等 を掲げ、 

障害のある人もない人も、全ての府民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相 

互に人格と個性を尊重し合いながら、共に安心していきいきと暮らせる共生社会の実現を目 

指し条例として施行しました。 

農福連携キャリアパス制度 

  障害者の農業に関する知識技能を認証という形で評価し、見える化することにより、本人の

意欲向上や就労につなげる京都府独自の制度。技能に応じ段階をわけた認証を実施する。 


